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　私の論文で述べているのは、以下の項目です。
　第一に、将来の情報化された社会で生じる可能
性のある現象の概要を、一般的な管理（マネジメ
ント）、そして、特に将来の組織におけるシステ
ム監査の見方を提供することにより示していま
す。
　 第 二 に、 私 が ” 組 織 知 能（organizational 
intelligence）” と呼んでいるものを簡潔に説明し
ます。それは、CIA や諜報員を意味するものでな
く（Wilensky[6]）、1 人の人間として有する知能の
ような問題に対応するための個人の知的能力に大
まかに類似した組織の集約された知的能力です。

　第三に、効果的な情報システム管理が意味する
ことがどのようなものかを提案しています、そし
て進歩した組織知能による組織の管理の改善およ
びイノベーションにつなげています。
　最後に、将来のシステム監査に役立つかもしれ
ない、いくつかの新しい概念を提案しています。
特に、それらの管理（マネジメント）に対する貢
献を考慮しています。

1．高度な情報化社会のいくつかの側面
1.1　情報過多
　我々はすでに経験し続けていますが、近年、情
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序　論
　松田博士のすばらしい講演である、効果的な情報システムマネジメントを通した組織知能の向上は、
情報システムの監査人の評価においてしばしば見落とされる多くの領域を含んでいます。彼は、組織的
な学習、知能、情報処理性能、資源配置に影響する様々な要因について検討しています。松田博士は、
実際には “拘束の中での合理性” に基づいて組織の意思決定がなされていると指摘しています。それは、
組織は一般的に全ての情報に基づいて決定するための時間や資源を持っていませんが、制限された情報
であったとしても、組織の目的を満たしている事実があるためです。彼は、監査が組織の全般的な知能
の向上に関わる選ばれた戦略的ポイントを調べるためにその役割を拡大することを提案しています。こ
れには、機会コストに焦点を当てることも含まれています。確かに、組織知能の向上で、市場占有率や
利益性を向上させると思われます。
　松田博士の提案に応えるためには、組織全体で推奨される監査機能の新しい役割を支援しなければな
りません。更に進んで、監査スタッフはビジネス機会を含め、ビジネス知識を更に深める必要があります。
組織は、自らの期待を満たしている限り、彼らの現状を維持するものだということは良く知られたこと
です。変化やイノベーションを支える文化風土を持つ組織が恐らく松田博士の示唆にとって最も有力な
候補となるでしょう。
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報の洪水が急速に押し寄せています。3 つのタイ
プの問題については望まれる解決方法があると思
われます。

（１）関連性
　関連するか、しないかを見分けるために、いく
つかのフィルターが必要になります。

（２）一貫性
　互いに矛盾する、または正反対ですらある多種
多様な情報を適切に対照することが要請されま
す。

（３）管理可能性
　ある種の要約をする仕組みは、情報量を管理で
きるサイズに減らすために不可欠です。

1.2　“時間と空間”の革命
　情報化は、時間と空間の観念（notion）と意味
を革命的に変化させ続けています。

（１）一方的な（runaway）情報技術の進歩
　情報技術の進歩がどこまでいくのか、どこまで
多層的になるかは、誰も知らないように思われま
す。

（２）時間の価値が重大に
　一つの遅れが、ある組織にとって致命傷になる
ことがあります。反対に、当瞬間を捉えることが、
望ましい機会につながるかもしれません。

（３）空間の収縮（shrinking）
　遠距離通信技術の発展は、輸送手段の進展と相
まって、世界をますます小さくしています。

（４）墓場（grave）に置き去りにされる” コスト”
　この” コスト” は通常の会計の枠組みでは記録
と測定はされません。それは、” 機会費用” です。

1.3　ネットワーク革命
　情報技術（コンピュータおよびコミュニケー
ション）が進歩するにつれて、意思決定のポイン
トがますます部署内と部署間組織内の方法で相互
連結します。

（１）グローバルネットワーク
　組織の運営がますます国際的になり、遠隔通信
技術がより遠く、そしてより速く進歩したことで、
情報ネットワークはグローバルな規模にますます
なっています。

（２）セキュリティ
　どのグローバルな情報ネットワークにとって
も、予見される重大な困難は、コンピュータ犯罪、
電気回路の故障、火災、地震などです。そして、

それらには十分な予防対策が必要不可欠です。
（３）コントロール
　言うまでもないことですが、どの情報ネット
ワークも運用の規定された状態を維持すること
が、厳密に求められています。そして、適切なコ
ントロールの仕組みが組み込まれていなければな
りません。

（４）プライバシー保護
　これは、基本的にはセキュリティ問題の一つの
部分です。しかし、それ自体が社会的問題を生み
出しているように思われます。

（５）評価
　グローバルな情報ネットワークはいかなる障害
事故にも備えて、以下の様な新しい形態の問題を
提示するでしょう。
　a. 責任分担、そして
　b. 機会損失評価

1.4　情報格差
　情報化社会においては情報が豊富で有り余って
いるけれども、公平に配分されないかもしれませ
ん。

（１）情報の不均衡配分
　たとえ、どの情報化社会においても情報の全体
の量がより大きくなっても、有益な情報は極めて
限られた人にしか配分されないかもしれません。
例えば、組織内の限定されたグループの人だけが、
重要な鍵となる情報を独占しているかもしれませ
ん。

（２）情報格差
　情報技術が進歩するにつれ、情報の質と量の両
面に関する差異が、組織において情報を得るのに
有利なグループとそうでないグループ（不利なグ
ループ）の間でより拡大している傾向があるよう
にみえます。

（３）情報の疎外感
　上記の情報を得るのに不利なグループは、情報
の疎外感を感じているでしょう。そして、これが
原因となって、モチベーションの喪失を引き起こ
し、結果としてパフォーマンスの低下へとつなが
るでしょう。

（４）権力の集中
　一方で、組織内における権力は、情報を得るの
に有利なグループの側に集中するかもしれませ
ん。そして、これは当組織に望ましくない権力政



シ ス テ ム 監 査22

治を作り出すかもしれません。

1.5　情報の“感情的な”側面
　“information” は、日本語で” 情報” と表現し
ますが、これは次の 2 つの側面を含んでいます。
　ⅰ . “情” は、暗黙の、そして” 感情的な” 側

面を表しています。
　ⅱ . “報” は、明確な、そして” 事実に関する”

側面を表しています。
（１）“事実に関する” 情報システムの普及
　組織における、コンピュータシステムを含めた
公式な情報システムの大部分は、ほぼ” 事実に関
する” 種類の情報を取り扱っています。そのよう
な情報は、情報の精密性がますます高く、そして
情報のスピードはますます速く処理されていま
す。” 事実に関する” 情報システムの精巧さのレ
ベルは、絶えず向上していると思われます。

（２）情報の” 感情的な” タイプの存在
　しかしながら、とても重要な情報のタイプがも
う一つあります。すなわち、暗黙の、そして感情
的な情報のタイプです。
　これは、価値、意見、感覚などの情報を含みます。
それは、ほとんど、対面のコミュニケーション、
独り言、顔の表情などのたいてい非公式なシステ
ムで取り扱われます。そして、それらは必然的に
事実に関する情報の公式なネットワークからもれ
ています。

（３）管理においてうまくやる秘訣
　重要な点は、日本の組織の場合では、会社の命
運に影響するような重要な意思決定は、とても非
公式、暗黙、感情的な種類の情報に基づいてしば
しば行われています。今や、情報技術が非常に発
達し、望めば誰もが精巧な事実に関する情報にア
クセスできるので、管理をうまくやる秘訣は、考
えようによっては暗黙で感情的な情報の上手な活
用にあるのではないでしょうか。

2．情報化時代における組織知能
2.1　暫定的に定義された組織知能

（１）問題対応志向
　個人的知能から類推すると、組織知能は、総じ
て、組織における共同の知的な問題対応能力とし
て暫定的に定義されてきたと思われます。
　そして、組織知能は、次のような問題対応プロ
セス（図 1）を通じて、明らかにされると説明さ
れてきました。

　ⅰ．問題認識
　ⅱ．問題分類
　ⅲ．問題解決策の策定
　ⅳ．解決策の導入
　より具体的に言うと、問題対応プロセスにおけ
る個々の内生的な行為（図１の長四角で示されて
いる）を生成してきたように見えます。
　情報システム管理の有効性は、それぞれの基本
的な内生的行為のはたらくこと（functioning）
に影響を与えます。

（２）技術的進歩の志向
　情報技術の飛躍的進歩を伴う、今日の情報時代
では、組織知能を、組織における人間の知能と機
械の知能の双方向に作用するものの総括統合した
複合体として定義するのがより適切と思われます。
　本当のところ、組織知能の研究に対する私のモ
チベーションは、多様な方向に情報（コンピュー
タ、コミュニケーション）技術があっという間に
進歩することによって、人間知能と機械知能の間
の支配的な離反のみせかけにより基本にかき立て
られたものです。
　組織における役員とマネージャーは、組織内に
おいて情報技術、および前述の理由によって情報
システムを適切に配置し、評価できているとは思
われていません。従って、我々は、いわば、我々
が組織という一つ屋根の下で人間知能と機械知能
の連携を可能とする “理論的枠組み” を必然的に
必要としています。私は、そのような枠組みとし
て組織知能の概念を提案しています。
　この時点で特に重要なのは、ネットワーク技術
の出現ととても急速なその進歩かもしれません。
情報ネットワークがグローバルな規模になってい
るので、組織知能の概念も同等の組織知能間ある
いは組織知能を超えた（super）拡大を余儀なく
されています。

2.2　組織知能の基本
　問題対応方針の枠組みにおける組織知能のもっ
とも基本となる構成要素は、次のようなものとし
て表せます。そしてそれは、個人知能の粗い類推
により単純に生成されるものです。

（１）組織的認識
　これは、ある組織のそれが機能している状態を
知覚するためのその組織の能力です。すなわち、
以下の現実を明確にし、問題、脅威と機会の両方
の可能性を確認する組織の能力です。
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　ａ．外部環境、そして
　ｂ．資源の利用可能性（組織の内部環境とみな

されているかもしれません）
　外部および内部環境からもたらされる情報に
フィルターにかけるために、組織が” 一つのモデ
ル”、または一つの戦略を持っているように見せ
かけるのを理解することは、とても重要です。そ

れは、とても曖昧な問題意識から例えば経営科学
によって提供される洗練された公式なモデルまで
幅広いでしょう。
　そのような一つの認識モデルや戦略は固定され
る必要はありません。それは、組織の問題対応プ
ロセスの進行につれ、むしろとてもダイナミック
で流動的な変化を示すかもしれません。

図1．戦略的問題対応の循環プロセス
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（２）組織の記憶
　これは、組織の経験や歴史に基づく情報を保存
し、利用するための組織能力です。それは、次の
2 つのカテゴリーに分類されるかもしれません。
すなわち、
　ａ．人間の記憶、そして
　ｂ．機械の記憶
　通常、組織はそのようなシステムを人間の記憶
を補足するファイリングシステムとして設けてい
ます。加えて、運用標準、システム、手順なども
また、組織の人間の記憶への補助物として、用意

（interpret）されるはずです。
　コンピュータ技術の最近の進歩は、例えば次の
ように適したさまざまな機械の記憶を作り出して
きたと思われます。
　ⅰ．データベース
　ⅱ．知識ベース、そして
　ⅲ．モデルベース
　機械の記憶の効果的な利用を保証するために
は、以下を工夫（device）することが重要です。
① 信頼できる” 本当の” メンテナンス（更新）

システム
② 効率の良い検索（retrieve）システム

（３）組織的学習
　個々の人間が経験から学ぶように、私たちは組
織のためにそれを類推するかもしれません。そし
て、人間の学習メカニズムに関する科学的研究結
果を膨大に蓄積していると思われるので、私たち
は個々の人間のケースを慎重に調査することによ
り、組織の学習メカニズムの研究に対する有益な
手がかりを見つけるはずです。
　いずれにせよ、2 つのタイプの組織の学習が、
見えてくると思われます。すなわち、
　ⅰ．自身の経験に基づく組織的学習

　組織は、大量の自己の経験のフィードバック
回路を備えていると思われます。そのような回
路は、効果的な組織の学習をきっと生み出せる
でしょう。

　ⅱ．他の組織の経験に基づく組織の学習
　これは、上記とはまったく異なる学習メカニ
ズムを意味しています。組織が内部情報と比較
して軽視しがちな外部の情報に深く依存しなけ
ればなりません。

（４）組織的推理
　組織は、集約的に、組織の主な課題を達成する
ことを目的として、いろいろな推理を行っていま

す。すなわち、組織的な問題対応です。そのよう
な組織的な推理は、次のようなタイプに分類され
ます。
　ⅰ．常識的なルールに従うタイプ
　ⅱ．前例に従うタイプ
　ⅲ．手順に従うタイプ
　ⅳ．目標指向のタイプ
　ⅴ．状態稼働タイプ（物の状態から開始する）
　ⅵ．双方向タイプ（ⅳ + ⅴ）
　ⅶ．類推タイプ（例：在庫管理とデータベース

の更新）
　ⅷ．連想タイプ
　ⅸ．構想タイプ
　ⅹ．現状否定タイプ
　ⅺ．動揺タイプ（コントロールされた混乱を取

り入れる）
　言うまでもなく、それぞれの推理タイプは異な
る情報の種類とシステムを必要とするでしょう。

2.3　実践的な組織知能
　2.2 で説明した基本組織知能の土台の上に、次
のそれぞれの実践的な
　組織知能が、実際の組織において明らかにされ
ているように見えます。そして、次に、それぞれ
のタイプは、情報の特定のタイプやシステムを必
要とするでしょう。

（１）運営における組織知能
　これは、決めたことを実現するための組織の知
能の能力です。監査タイプの情報の非常に短期の
フィードバックシステムを要請するでしょう。す
なわち、標準と実際の運用の間の差異に基づく情
報は、組織のコントロールメカニズムにタイム
リーにフィードバックされなければなりません。
　ついでに言えば、日本の組織は、この種の知能
を明らかにすることは非常に優れているとみられ
ています。

（２）回復の組織知能
　これは、何かしらの異常が発生もしくは発生が
予見される時はいつでも機能する組織知能です。
　そのような組織知能は次の 2 つのタイプの情報
が必要で役立つと思われます。すなわち、
　ⅰ．監査タイプ

　これは、どこにどのような異常が存在し、出
来れば、どのように除去するかを示唆するもの
です。

　ⅱ．予防的タイプ
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　これは、あらかじめ異常な兆候を検出し、望
ましくはそれに対する予防策を提示することで
す。

（３）保存の組織知能
　これは、本質的には運営の知能 (1) と回復の知
能 (3) の組み合わせであり、組織の目標が” 何ら
かの形で” 決定された後に、組織を維持するため
のものです。
　当然、回復の知能を含むということは、監査的、
そして予防的タイプの双方の情報が、その機能に
おいて極めて重要な役割を担っていることを意味
しています。
　日本の組織は、経営工学（IE）、統計的品質管
理（SQC）、価値分析 / 価値工学（VA/VE）など
のような様々な管理技術の好結果な適用によっ
て、組織の保存の組織知能においてやや高いレベ
ルを示しています。

（４）計画立案における組織知能
　ある目標が” 設定” されたら、(1)、(2)、(3) の
すべては組織知能を用いて実行されなければなり
ません。すなわち、それは、多少低いレベルもし
くは自主性をもった組織知能のタイプです。
　組織が自身の目指す目標を自身のために決定出
来るとき、計画立案における組織知能を有すると
言われます。そして、少なくとも自立した組織に
必要となる条件を満たすと言われています。

（５）自律的な組織知能
　組織が計画立案の組織知能 (4) と保存の組織知
能 (3) の組み合わせを有する時はいつでも、組織
は自律的な組織知能を有すると言われるかもしれ
ません。その結果、自律的な組織知能の方が 保
存の組織知能 (3) だけの組織よりも、より高い組織
知能が与えられているといえます。
　すでに (3) で指摘したように、日本の組織は、
研究開発（R&D）活動でさえ、保存の組織知能 (3)
を満たす傾向にあると思われます。これは、（例
えば、アメリカやヨーロッパにおける）確固たる
部外者である研究テーマや開発テーマに満足する
傾向があることを意味しています。そして、日本
の組織が研究開発において自律的な組織知能 (5)
を得ることを学ばなければ、日本は技術的に” 偉
大な” 国という名にふさわしいとは決して言えま
せん。

（６）改善の組織知能
　これは、ある意味で改善に向けて組織をかきた
てることです。次の 2 つの情報のタイプのどちら

か、もしくは双方によって、活性化すると思われ
ます。すなわち、
　ⅰ．不十分な過去のパフォーマンス

　これは、一般的にシステム監査によって提供
されます。特に、組織の委任ミスを綿密に記録
する会計情報に基づいています。

　ⅱ．見過ごされた機会
　これは、従来の会計情報システムではたいて
い記録されていません。しかしながら、それは
機会費用（組織による不作為のミスによって発
生した、得られなかった利益）を生じさせるこ
とになります。

　だから、情報の両方のタイプを含むそのような
情報システムは、改善につながる組織知能が十分
に機能するために不可欠なものであると思われま
す。
　ここでも、システム監査に加えて、IE,SQC,VA/
VE 等の管理技術が、有用な貢献をもたらすでしょ
う。

（７）革新的な組織知能
　これは、組織におけるある種の大飛躍又は、非
連続的な変化を引き起こすことです。すなわち、
組織的なイノベーションです。
　上記の革新への手掛として、次のうちの一つ又
はそれ以上が該当するかもしれません。
　ⅰ．予測された脅威

　これは、次のどちらか一方かもしれません。
　ａ．外的脅威　例：外部からの圧力

　　　　　もしくは
　ｂ．内的脅威　例：組織内部の危機

　ⅱ . 予測された機会
　これもまた、次のどちらか一方かもしれませ
ん。

　a. 外的機会、もしくは
　b. 内的機会
　どの状況においても、認識能力が、組織的イノ
ベーションの鍵となる要因でしょう。
　日本の組織は、外的脅威に対してとても回復力
があり、自己を革新することによりそのような危
機を何らかの形で乗り切ってきたと歴史的に言わ
れたかもしれません。言い換えれば、日本の組織
は、強力な外部圧力の下、高い” 外因性の” 革新
的な組織知能を示してきたと思われます。
　しかしながら、その一方で、日本の組織は、”
内在性の” 革新的な組織知能はかなり低かったよ
うに思われます。別の表現をすれば、組織的な革
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新が組織の内部から本当に跳び出した日本の会社
は、ほんの数例もないように思われます。

（８）創造的な組織的イノベーション
　これは、組織的創造を引き起こすことです。す
なわち、組織にまったく新しい何かをもたらすこ
とです。
　上記の創造は、以下の考え方のタイプによって
引き起こされるかもしれません。
　ⅰ．組織的弁証法

　これは、実在と反実在の否定を通じて” 高い”
状態に到達することです。

　ⅱ．新発想
　これは、組織を経営するまったく新しいアイ
デアをふと思いつくことです。

　ⅲ．コントロールされた混沌
　これは、何か新しいものが創造されるかもし
れないという期待をもって混沌を動かすことに
より組織を一度かき混ぜることです。しかし、
私心によるコントロールされていない混沌は、
何も生み出さず混乱だけで終わるかもしれない
ので、創造的な何かを得るために、なんとか混
沌をコントロールするための仕組みを、組織に
構築しなければなりません。

　いずれにせよ、創造的な組織知能の出現は、い
くつかの新しく作り出された情報によって刺激さ
れているように思われます。従って、”情報の創造”
を実行するそのような情報システムは、組織的な
創造にとって必要不可欠であると思われます。

2.4　組織知能の理論とエンジニアリング
　理論とは、組織における知的現象を説明する仕
組みを提案することを意味しています。一方、エ
ンジニアリングとは、組織知能を強化するための
方針を提案することです。” エンジニアリング”
という言葉は、元の意味で使われています。すな
わち、” 設計すること” という動詞は、” 何かを上
手に処理すること” を本来意味しています。だか
ら、当然に、ここでのエンジニアリングは、自然
科学と社会科学の双方において理論的基盤を探し
求めます。

（１）人間の知能の集約
　定義によると、組織知能は、組織に所属する個々
の人間知能の集合です。しかしながら、個人から
個人の集まりであるグループを経由して組織へと
知能を集約するメカニズムもしくはプロセスにつ
いて、私たちはまだ良く知らないと思われます。

　特にここで重要なのは、グループの知能の創造
です。日本の組織は、その高く繊細なグループの
知能で知られています。最も良い例は、現在世界
で知られている”品質コントロールサークル”です。
個々のメンバーは、特に優れているわけではあり
ませんが、グループ全体としては信じられないよ
うな素晴らしいことを成し遂げます。私たちは、
この事象を説明するグループの動的理論とそのよ
うなグループの知能をより高めるデザイン技術を
開発しなければなりません。グループがより大き
くなり、他のグループと相互に関連するようにな
ると、組織という形になっていきます。その文化
的、歴史的伝統に従って、組織は特有の問題対応
システムを開発します。例えば、（特に” 稟議” に
示されるような）ボトムアップ型の集積システム
は、日本の組織でよく見られ、アメリカの組織で
は、トップダウン型の階層ごとの移転システムが
よく見られます。私たちは、それぞれのシステム
のパフォーマンスを説明する分析ツール、そして
上記の組織知能をさらに強化満足させるなんらか
のデザイン手法を必要としていると思われます。

（２）曖昧さに対応する知能
　アメリカの組織では、曖昧さはちょっとした悪
とみなされ、排除すべきものとされています。そ
の代わり、システムを設計する時、チームを組織
するとき、職務明細書を制定する時などはいつで
も、精密さを可能な限り組み込まなければなりま
せん。
　しかしながら、日本の組織では、次の一つ又は
それ以上の形で、組織に曖昧さを、時には、意図
的に持たせます。
　ⅰ．構造上の冗長性
　ⅱ．運用上の暗示
　ⅲ．玉虫色の決定
　ⅳ．二面性、” 原理” と “実際” で二分する
　ⅴ．運用上の許容値
　ⅵ．曖昧な契約（例：契約より上、それを超え

るサービス）
　いくつかの場合において、上記の曖昧さはグ
ループの知能を維持し、強化するように思われま
す。とくに日本の組織におけるいくつかのグルー
プは、たいてい役割が曖昧です。すなわち、それ
ぞれのメンバーの役割と権限は、かなり曖昧と
なっています。しかし、それぞれのメンバーは非
常に高いモチベーションと、終身雇用の慣習によ
る偏りのない長期的な視点を持っています。さら
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には、それぞれが” 個人主義の” 性質というより
はむしろ、” 文脈（脈略）主義” であります。そ
して、役立つ社会ネットワークはとても簡単かつ
すばやく自己組織化するでしょう。だから、その
結果、例えば、グループのパフォーマンスになん
らかの脅威が生じる、もしくは発生が予見されれ
ば、誰かがそこへすぐに駆けつけ、状況を正常に
戻す作業を行います。なおかつ、誰の役割もはじ
めから曖昧であったため、権限領域の逸脱の問題
は、発生しません。これは、意図的に曖昧さを保っ
た、かなり高く、繊細なグループの知能を表現し
ているように思われます。

（３）機械の知識の集約
　コンピュータとコミュニケーション技術の進歩
によって、組織における機械の知能は、組織にお
けるますます高度化された機械の知能の集約の可
能性を明示しているように思われます。上記の集
約は、次の 2 つの方向をとるように見えます。す
なわち、
　ⅰ．ネットワーク構成

　既に観察されているのは、組織の内外におけ
る PC ネットワークの開発の速さです。
　他の例では、グローバルなコンピュータネッ
トワークです。そしてその監査は、この会議の
中心テーマです。

　ⅱ．ヒエラルキー構成
　性能がよく、その上低価格な PC の出現は、
ますます能力を拡大させ、一連のコンピュータ
からメインフレームコンピュータまで、上記の
PC のヒエラルキーな組み合わせを作り出すこ
とを可能にしました。

　このようにして、組織的な問題対応のための情
報システムの分散化と再集中化も可能になりまし
た。

（４）組織における人間の知能と機械の知能の相
互作用

　組織におけるコンピュータ適用の歴史は、人間
の知能に対するコンピュータ支援の向上を示して
います。EDP-EDPS-MIS-OA のような開発に沿っ
て、それぞれの段階で特徴的な人間と機械の相互
作用を行ってきました。上記の開発と平行して、
コンピュータ技術の信じられないほどの発達が、
OR/OS の速く、多様化された進歩に非常に貢献
しました。そしてそれははじめのうちは、人間の
組織的な知能を強化する方法として、組織へ紹介
されました。

　ネットワーキングや様々な種類のコンピュータ
のヒエラルキーなどの機械知能の集約の最近の進
歩の実例では、組織における人間知能と機械知能
の間の役立つ相互関係の別の側面を広げたように
思われます。
　上記の相互関係は、人間知能の集約におけるす
べての段階で生じます。すなわち、個人、グループ、
組織です。私たちは、すでにそれぞれの段階にお
いて DSS（意思決定サポートシステム）や ES（エ
キスパートシステム）の浸透を見ています。
　しかしながら、不幸にも、組織における人間知
能は、2.1,(1) で述べたように、機械知能のはるか
後ろで遅れているように思われます。
　全体として、私は “組織における人間の知能と
機械の知能という双方向の集約の複合体” として
組織知能という概念を提案します。このようにし
て、私たちは組織内における人間の知能と機械の
知能の双方を正当に位置付け、いくつかの人間知
能と機械知能の効果的な統合手段で組織知能を強
化する一つの方法を発見できるかもしれません。

3．効果的な情報システム管理
3.1　織の情報の価値拡大プロセス
　情報システム管理の目的は、図 2 で示した組織
の情報処理プロセスです。これらのプロセスのそ
れぞれの段階で、” いくつかの” 意味で組織の情
報価値を拡大させるはずであると気づく必要があ
ります。

（１）情報の取得
　これは、組織を取り巻く環境から提供されるそ
のような情報を取り込むプロセスです。そしてそ
の環境は次のように分類されます。
　a. 外部環境、そして
　b. 内部環境
　前者は、存在、容儀（suspected）、又は期待で、
将来組織の外で発生することが期待されている脅
威（圧力）そして / もしくは機会に主に関係して
います。一方、後者は、組織内部の不備（欠陥）
そして / もしくは潜在する管理資源に関連してい
ます。
　情報の取得プロセスは、さらに次の 4 つに分類
されるかもしれません。
すなわち、
　ｉ．環境スキャニング
　ⅱ．積極的検索
　ⅲ．受動的感知
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　ⅳ．組織的収集
　本質的に、情報取得は、組織と環境の境界の問
題に対処しなければなりません。

（２）伝達
　言うまでもなく、伝達は、情報価値拡大プロセ
スの大変重要なプロセスです。すなわち、
　ｉ．これは、全ての情報価値拡大プロセスに関

連しており、
　ⅱ．情報の価値を増加することもあれば、反対

に時には減少させたり、消去させたりする
こともあり、

　ⅲ．最悪の場合、情報の意味を完全に歪めてし
まい、組織に対して有害にさえなりえます。

　それ故、情報の質と量はともに伝達プロセス

図2．情報価値拡大プロセスの段階

スキャニング 検索 

感知 

収集 

伝達 

予備的処理 

構造的処理 

配布 蓄積 

回復 

提示 

利用 

廃棄 
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の特性に強く影響されると言えます。そのよう
な特性は、逆に、次により決定されます。

　ａ．送信者の特性
　ｂ．受信者の特性　そして
　ｃ．感情的な相互作用を含む、送信者と受信

者の関係の特性
　ここで特に重要なのは、暗黙とやや感情的な
非公式な情報の伝達です。組織の死活に関わる
多くの重要な出来事が、そのような情報に基づ
いて決められていると思われます。

（３）情報処理
　情報処理プロセスの全ての段階では情報と言わ
れるものの処理を取り扱っています。本章では、
最も狭義な情報処理と呼ばれるものを取り扱うこ
ととします。
　そのような情報処理は、次の 2 つに分類するこ
とが出来ます。
　ｉ．予備的処理

　これは、後続の処理を容易にするために実施
します。例えば、次のような操作を含んでいます。

　ａ．フィルターする（無関係な情報から関連
する情報を抽出する）

　ｂ．要約する（過剰な情報から管理可能な情
報量にする）

　ｃ．照合する（複数の情報源、首尾一貫しな
い情報、あるいは、相互に矛盾する情報
を調整する。）

　ⅱ．構造化処理
　これは、ハイレベルで機械（マシン）の知能
を利用する情報価値拡大の中心部分であり、次
のような情報処理に求められる事項を含んでい
るでしょう。

　① 保存組織知能（運営と回復）
　② 自律組織知能（計画と運営）
　③ 改善組織知能（例えば、IE あるいはQC計算）

　そして
　④ 革新組織知能（例えば、OR/MS 計算）

（４）情報配布
　これは、情報処理の結果を適切な要求先に伝達
するプロセスです。適切な要求先とは、
　ｉ．組織の内部
　ⅱ．組織の外部
　当然、それ故、
　a．それぞれの要求先が求める情報要求を把握

すること
　b．それぞれの要求先に対して必要となる情報

を配布するネットワークを設計すること
　が大変重要であると考えられます。
　後者は次を設計することで導かれます。
　① 組織内の問題対応活動のシステム
　② 組織と環境のインターフェース

（５）情報蓄積
　これは、組織的な記憶を増加させたり向上させ
たりするプロセスであり、次の手段が必要となり
ます。
　ｉ．情報の更新

　これは、情報の真実を維持するための仕組み
として本質的なものです。ここでは、時間経過
に伴う情報価値の劣化と情報更新や情報補足の
費用とのバランスを考慮しなければなりませ
ん。

　ⅱ．情報の検索
　これは、適切な情報を素早く効果的に利用す
るために、蓄積したり、索引付けしたり、アク
セスしたりするシステムを設計することです。
社会の情報化が進展するにつれて、このプロセ
スの重要性はますます大きくなっていくと思わ
れます。

（６）情報の利用
　これは、情報を最終的に利用するプロセスです。
情報価値増加をより確かなものにするため、以下
の下位プロセスに十分な配慮をしなければなりま
せん。
　ⅰ．情報の表示

　このプロセスは利用者の要求に合うように十
分注意して設計されるべきです。この領域にお
いては、コンピュータグラフィックスといった
技術的進歩を十分に利用しなければなりませ
ん。

　ⅱ．情報の教育
　情報システムの設計において度々前提とされ
る誤った仮説の一つに、役員／マネージャーは、
情報が提示されればいつでもその活用方法を
知っていると思われている点があります。これ
は単純に正しくありません。かなりの十分に検
討された教育や学習が、マネジメント層が賢く
情報利用するために必要であると思われます。

　ⅲ．利用
　情報の利用について管理者層に教育すること
に加え、役員／マネージャーと情報提供するス
タッフとの間の密接な関係構築は大変重要で
す。手短に言えば、単に献立表を見せるよりは



シ ス テ ム 監 査30

（現在の情報システムに何ができるかを示すよ
りは）、マネジメントに現在の情報システムを
試してもらうよう依頼して、フィードバックを
得た方が、実践的で有益な情報システムを構築
するためには、ずっとより有効であると思われ
ます。

（７）情報の廃棄
　これは、情報価値の充実の本筋から外れますが、
補足的なプロセスとして重要です。なぜなら、誤っ
た情報や時代遅れの情報に固執することは不利益
で危険でさえあるからです。従って、情報システ
ムに内在する利用価値のない有害な情報を検知し
て消去する差別化の仕組みを工夫することは望ま
しいことと思われます。
　これは、組織的な “無学習” と呼ばれる組織の
情報知能の一つの部分であり、必然的に組織的学
習の正反対なのです。それは、古い、固定観念の
束縛から組織を解き放ち、革新的な組織知能を刺
激することができます。

3.2　効果的な情報システム管理のためのシステ
ム思考

　どのシステム管理にも基本としてシステム思考
が横たわっています。我々の今の討議に特に関連
している局面は以下の通りです。

（１）優先順位付け
　システム思考とは次の方針にそって解釈される
と思われます。
　ⅰ．システムは、共通の目的をもつ複数の要素

からなる相互影響する複雑性と定義できる
でしょう

　ⅱ．目的はもちろん、おそらく多面的な次元で
す

　ⅲ．要素の相互連携と定義される独特の特徴の
ある仕組みです

　ⅳ．そのような特徴的な仕組みを媒介として、
個々の要素は全てのシステムと繫がってい
ます

　ｖ．内因性であれ外因性であれ、影響は要素全
体に及びます

　ⅵ．一つの影響はシステムを通して全体に及び、
様々な要素ごとの動作を生み出します

　ⅶ．各要素ごとの動作が集まり全体になり、シ
ステム全体の動作を生み出します

　ⅷ．共通システムの目的から引き出されるシス
テム全体を評価する仕組みから判断して、

個々の要素は比較して評価することができ
ます

　ⅸ．このように、要素間の優先順位付けが行わ
れます

　そのようなシステムが行う優先順位付けは、組
織においては限られた管理資源（例えば、情報資
源）が割り当てられた場合に実施されます。これ
は、結果として、組織が経済性を達成できるよう
にします。

（２）複眼的なシステム思考
　“トータルシステム” という言葉は、やや頻繁
に情報システム管理と関連して使われています。
システム思考の下では、どのシステムも二つの側
面を持っており、一方はそれよりも上の下位のシ
ステムの側面であり、他方はそれよりも下のシス
テムの上位のシステムの側面であります。
　“トータル” という言葉は、そのようなシステ
ムは “トータル” から始まり、様々な下位システ
ムを経由して個々の要素の隅々まで関連する明確
で階層的に相互連携する “秩序” を有しているこ
とを示しています。
　それは、西洋世界で広く行き渡る単形質的なシ
ステム思考から発生しているように見えます。神
が全ての頂点であるという厳格な秩序をもつ一神
教に基づいています。
　“トータル” システムは、一つの要素や下位シ
ステムの何らかの異常の影響を受けやすいです。
そのようなトラブルは、システム全体（あるいは
少なくとも大部分）に簡単に波及し、回復はやや
困難です。
　日本の組織は、集団階層的あるいは複眼的なシ
ステム思考が広まっていると考えられる東洋世界
で運営されています。ここでは、一つ（のシステム）
ではなく、複数のシステムを視野に入れて見直し
を行います。そして、下位システムが明瞭な階層
構造になっていることとは対照的に、おそらく互
いが異質で疎結合になっているシステム、これは
おそらく混成で互いに疎結合で、の塊を並列にし
て観察します。
　このことは、“トータル” システムを正しく構
築し、適切に運用することに対してはるかに及ば
ない我々の組織知能の限界を感じている我々の社
会の英知に起因しています。

（３）疎結合ネットワーキングで統合された不明
瞭なシステム

　前章において、“トータル” システムとして結
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合を強めすぎることによる弱点を指摘しました。
そして、更に、日本の組織において疎結合システ
ムが普及していることを指摘しました。
　疎結合ネットワーキングのメリットはおそらく
以下の通りです。
　ⅰ．設計の容易性

　個々のシステムの個別設計に疎結合設計を加
えることは、相互連携する下位システムを設計
するより容易であり、コストも少ない。

　ⅱ．損害の局所化
　下位システムがもし、故障しても、疎結合で
あるため損害の影響が流布するのを局所化する
ので、損害は制限されます。

　ⅲ．敏速な回復
　故障の損害が局所化されているので、故障し
た下位システムに対してのみオペレーションの
復旧が求められるため、回復の迅速性が期待さ
れます。

　全体として言えば、疎結合ネットワーキングは、
高い弾力性（すなわち、回復能力）を備えた、不
精密に、不厳密で柔軟性のあるシステムのグルー
プです。

3.3　先進的な組織知能
　組織は、適切な意思決定による組織的な問題対
応を実施する高度で信頼できる知的能力があれ
ば、先進的な組織知能が備わっていると言えます。
そのような先進的な組織知能に対する情報システ
ム管理に関連する要求事項はおそらく以下のよう
になります。

（１）システム思考の再考
　効果的な情報システム管理に関するシステム思
考の基本は詳述しました。それで、補足説明だけ
を示すと以下の通りです。
　ⅰ．システマチックな考え方これはホリス

ティックな観点から重要な考え方です。言い
換えれば、“全て” の細部に隅々まで注意を
払う詳細思考観点というよりは、システム志
向の考え方とは、本当に重要な細部について

（目的を踏まえた）比較評価することを基本
として優先順位の観点に注意を払います。

　ⅱ．構造的思考
　個々の要素を個別に独立して検討するのでは
なく、要素の相互関係における構造的な特徴に
関心を向ける必要があります。システム構造は
本質的に、明らかにされた原因と均衡のセット

（二重の直接原因）によって決定され、これは、
システムの静的構成を明らかにします。

　ⅲ．動的思考
　動的思考は、システムに対する（外因性と内
因性の）影響に応じて、個々の動作が構造的に
結びついて全体となるようなシステム動作を生
み出すことに関心の焦点を当てます。システム
の感度、安定性、弾力性は、動的思考の主要な
関心事です。

（２）資源志向
　情報システムを効果的に管理するため、適切な
資源を持つことが不可欠です。無論、資源の品質
と量がここでの関心事です。
　以下のように分類される情報資源についてここ
では、特に検討しています。
　ⅰ．人的資源
　ⅱ．財務資源
　ⅲ．コンピュータと関連する技術
　ⅳ．コミュニケーション技術と、そして
　ｖ．組織知能

　効果的な情報システム管理のためには、以下
のプロセスに関連する十分な情報資源管理は絶
対必要になります。

　① 情報資源の調達
　② 情報資源のメンテナンス
　③ 情報資源の向上
　④ 情報資源の配置
　⑤ 情報資源の評価、及び
　⑥ 情報資源の刷新

　無論、システム監査の重要な役割の一つには、
特に (5) に貢献することであるし、他の全ては間
接的に監査することになります。
　この関連における核心的なものは、セキュリ
ティとコンピュータネットワーク資源とそれを構
成する設備のコントロールの問題と思われます。

（３）情報資源配置の合理性
　前章において、効果的な情報システム管理の資
源志向的な側面について取り扱いました。ここで
は、それらの活動のパフォーマンス志向的な側面
について取り扱う必要があります。
　ⅰ．組織知能は、最適な情報資源配置を前提と

します。
　“効果的な” 情報システム管理を検討する際、
我々はしばしば “合理性” という言葉を用いま
す。ここで合理性とは、まず、“存在する間は
機会損失を減少させる計画的な故意” と定義す
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ることとにします。
　機会損失のない状態を論理的に保証する外部
的な合理性のことを最適性と呼び、そのような
状態が最適条件です。言い換えれば、最適条件
とは、機会損失が発生していない、或いは、同
じことです。よりよい機会を見落としていない
状態を保証することです。
　経済理論や OR/MS で言及されている最適な
組織の意思決定とは、そこから（意思決定から）
先進的な組織知能や高度な情報能力が創出され
ていることを前提としています。
　その前提は次の通り要約されます。

　① 行動の代替手段の範囲に対する深い洞察
　② 代替する環境相互作用の結果に関する正確

な予想
　③ 多面的な結果に対する高い評価能力
　④ 規定されたパフォーマンス順序に沿った評

価結果の中から最善の選択をする高い計算
能力

　ⅱ．組織知能の現実性
　最適な組織的意思決定を要求する組織知能
は、全知である神が持つ知能にように思えるか
もしれません。この意味では、そのような最適
化に基づく合理性は、全知の合理性（Simon[5]）
という言葉で言われるかもしれません。
　しかしながら、現実的には、組織知能は、主
として制限された組織知能のため、全知の合理
性にははるかに及ばないのです。組織はこの事
実を認識、あるいは気が付いているので、異な
る種類の合理性―拘束の中での合理性―に対す
る資源を有しています。

　ⅲ．情報資源配置における拘束の中での合理性
　組織知能には限界があるため、情報システム
管理の有効性は、情報資源配置における拘束の
中で合理性に強く依存しなければなりません。
　しかしながら、相互に増幅する関係が存在し
ます。すなわち、組織知能を高めることにより、
拘束の中での合理性のレベルを引き上げること
が可能です。
　特に付属物は、組織的な学習プロセスをより
よくし、拡大する効果的な手段です。
　反対に、現在説明しているタイトルが示すよ
うに、効果的な情報システム管理が認識される
ことによって、先進的な組織知能を発生させる
ことが期待されています。有効性（合理性）の
水準が高まるにつれ、更に先進的な組織知能が

生成されるかもしれません。
　そのような相互増幅は、情報システム管理に
疑似的な最適性、或いは、真の最適性をもたら
します。

4．管理（マネジメント）のための将来のシステ
ム監査の新しい概念

　特に組織的イノベーションの情報を念頭に置く
とき、将来のシステム監査に有用な一つの新しい
概念のセットを提案できると考えています。

（１）プロセス監査
　組織の作業結果に基づいて監査する代わりに、
従来システム監査が実施してきたように、プロセ
スそのものの監査を加える、あるいは中心に据え
ることができるかもしれません。
　無論、全てのプロセスを監査することは、資源
に限界があるため実行不可能でしょう。それ故、
戦略的な観点を適切に選択することは極めて重要
であり、コミッションエラー（実行してはならな
いタスクや行為をする）とオミッションエラー（実
行すべきタスクや行為をやらない）の適切なバラ
ンスを取るように設計手続きを作成しなければな
りません。製造者のリスクと購入者のリスクのバ
ランスを取るためのサンプル検査において統計的
サンプリングの体系を設計することがあります。
それがこの目的に何らかのヒントを与えてくれる
かもしれません。

（２）実験的思考
　大部分の自然科学分野で実施されている実験
は、一方で（原因となって）変化するものの変化
を明らかにし、他方で（効果となって）変化する
ものの変化を観察することにより、変化するもの
の因果関係を立証することに使われます。
　これは本質的にコンティンジェンシー計画の考
え方と類似しており、論理モデルを利用して論理
的な（対照的に自然科学では “物理的な”）実験
を実施します。
　管理（マネジメント）における論理的な実験思
考は、数学的思考とコンピュータ技術が紹介され
進歩したことで昨今実現可能となりました。役員
／マネージャーは、情報を監査することを手始め
として、自分たちの様々なアイデアを実験し、組
織に何を適用するかを確認することが可能となる
でしょう。
　この方法により、彼らは自分自身の仕事に対す
る感覚を人工的に作り出し、洞察することができ
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るかもしれません。過去においては、失敗すると
組織が致命的となるようなリスク状況の下、実際
の組織を実験研究所に見立てて実施しました。

（３）機会損失
　この概念は既に前の方で紹介しています。機会
を見逃す、あるいは実施すべき事項を行わないこ
とにより本質的に生じる損失のことです。
　我々は何をするにしても、２つの種類のエラー
の可能性を持っています。それは、
　ⅰ．コミッションエラー：実施してはならない

ことを行う
　ⅱ．オミッションエラー：実施すべきことを行

わない
　野球に例えると、前者はボールを振り、ストラ
イクを見逃し、後者はストライクを見逃すことに
似ています。
　一般的な財務会計システムでは、コミッション
エラーは、実際費用として厳格に記録されますが、
機会費用であるオミッションエラーは記録されま
せん。結果的に前者は監査対象となりますが、後
者は対象にはなりません。
　機会損失や機会費用は、組織的イノベーション
のブレイクスルーがどこにあるか示唆するかもし
れません。それ故、革新的な組織知能に対して大
変有益で重要な誘因となります。
　しかしながら、機会損失や機会費用の仕様作成
と計測は簡単ではありません。なぜなら、特定の
“システム” との関連で厳密に定義されるからで
す。そのため、明確なシステム仕様が必須となり
ます。
　いずれにしても、組織的イノベーションや組織
の今後のマネジメント全般に何らか役に立つため
には、今後のシステム監査は、機会損失や機会費
用の概念を取り扱わなければなりません。

（４）最適化の性質
　現実的に大変制限された組織知能の観点からみ
ると、現実の組織における大部分の意思決定や実
活動における意思決定は、満足が得られる水準を
基本として行われていると考えられます。すなわ
ち、“満足” を期待する水準（目標）が達成され
る（あるいは、達成すると予測される）までは最
良の意思決定をしようとする人間の動機付けは高
いが、目標達成の見込みが確実になるとそのよう
な動機付けは失われます。これが、おそらく組織
的意思決定の現実です。
　最適化の性質、すなわち、最適性の実現は、当

面満足する目標を達成するだけに留まらない努力
を求めています。
　ここで、機会損失の概念が登場します。すなわ
ち、最適化の性質は、機会損失が存在することを
当然のことと考えています。言い換えれば、最適
性が達成されるまで、常に不満足なのです。
　現実には、しかしながら、組織知能は、それほ
ど高度ではありません。それ故、最適化を実現す
ることは困難なのです。しかし、既に述べたよう
に、組織的学習を改善し、広めることにより組織
知能を発展させることができるかもしれません、
また、そうすることで組織における組織適合性を
高めることが出来ます。こうして、“疑似的な最
適性” の状態に到達すると考えられています。
　無論、状況が許せば、OR/MS 方法論を組織の
問題対応に適応が可能です。また、多くの最適性
を様々なシステムに埋め込むことが可能であり、
全体として疑似的な最適性を満たします。

（５）最適化後分析
　運がよければ、我々は強力な OR/MS 技術をリ
ニアプログラミング（LP）に利用することができ
るかもしれません。更に運がよければ、信頼性が
あり活用度合いが高いという評価を得ている組織
的実行可能モデルを利用できるかもしれません。
そのような幸運な場合において、我々は多くの実
験を実施することができます。
　ⅰ．感受性分析

　モデルの中であらゆる変化に “if-then” のよ
うな質問を試み、モデルの様々な時点で何が生
じるか観察します。

　ⅱ．機会監査
　一つの例として、次を想定してみましょう。
複数製品の取扱を計画する石油製錬所がリニア
プログラミングモデルを取り入れることに成功
し、利益最大化を目的として最適な生産計画が
立案されているとします
　通常の監査手続きでは、期末、月における実
績値と事前最適（ex ante）（図 3）と定義され
る計画とを比較します。差異には 2 つの誤りが
含まれています。すなわち、

　① 計画部署が策定した需要予測の誤り
　② 製錬所が策定した運営に対する不適切な測

定値の誤り
　こうして、計画機能と運営機能の境界が不明
確なため、結果的に、互いに対する非難が生じ
ます。
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　さて、新しい概念である事後最適（ex post）
（図 4）を示します。LP モデルで事前最適（ex 
ante）で利用される予測価値の代わりに現在（観
測）価値を使って計算します。
　環境が想定に増して厳しかったとしても製錬
所が適切に機能すれば達成できるということを
意味しています。従来の監査によって示される
差異は 2 つに分けることができます。すなわち、

　ａ．事前最適と事後最適の差異：計画機能の責
任（予測誤りによる）

　ｂ．作業実績と事後最適の差異：運営機能の責
任（運営ミスによる）

　一言で言えば、事後最適は計画機能と運営機
能の責任に分けることができます。

　ⅲ．反響研究
　OR/MS モデルから導かれる最適性はモデル
が表すシステムにとって最適であるが、組織に
結果が示されると、望ましくないことが組織に
生じるかもしれません。このような場合、モデ
ルの結果が示された衝撃に応じて組織における
反響効果を追跡調査することにより、注意深く
事後最適性分析が行われなければなりません。
システム全体の観点から、局所的な最適システ
ムへ（モデルを）示すことが有効か否か、判断
する必要があります。
　システム監査の結果として組織に新しいシス
テムを紹介する場合は注意が必要です。

計画 
= 

事前最適 
作業実績 

全体差異 

計画 
= 

事前最適 
事後最適 

計画責任 
に起因する 
差異 

運営責任 
に起因する 
差異 

全体差異 

作業実績 

図4．事後最適を用いた監査スキーム

図3．従来の監査スキーム
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結び
　本紙におけるシステム監査のオリエンテーショ
ンは、全体を通して “組織のマネジメントのため”
のものでした。そのため、技術的な課題について
は大幅に割愛しました。
　組織知能の概念は組織論やマネジメント行動の
両方に大変有益であると確信されています。すな
わち、人間と機械の知能集約としての理論やポリ
シーとして解釈し、組織論を書き直すことを提起
しています。役員／マネージャーが、人間と機械
の機能について理解し、組織における作業者と適
切で有益な関係の中で情報システムを正しく位置
づけ、評価することを提起しています。
　グローバルネットワークが張り巡らされた現在
のシステム監査では、例えをあげれば故障の場合
に生じる機会損失と機会費用を特定し、測定する
必要があります。その結果、責任分担の規準や将
来開発するのか改良するのかの分岐点が明確にな
るかもしれません。
　組織的イノベーションが将来的な組織の躍進

（leap）を可能にするということを指摘するのは
不可欠で重要なことです。
　本当に、組織を高め、更に組織内外の組織知能
を高める王道なのです。
***
松田武彦：産能大学（神奈川県）　学長、システ
ム監査学会　会長。
東京工業大学　工学博士、カーネギーメロン大学
　名誉法学博士
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